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人事院、総務省から春の段階の回答引き出す－3/27

－公務員連絡会は回答確認し人勧期闘争への決意固める「声明」発出－ 

　公務員連絡会は３月27日、委員長クラス交渉委員が尾西人事院事務総長、新藤総務大臣と2014春季段階の最終交渉を行った。この交渉で人事院事務総長、総務大臣は、それぞれ資料１、２の通り、この間の交渉の到達段階にもとづいて、春の段階における最終的な回答を示した。

　公務員連絡会は、同日開いた企画調整・幹事合同会議で、「政府、人事院の回答は、基本的には公務員連絡会の意見を聞きながら検討、対応を進めていく姿勢を確認したことにとどまるものである。とくに、総合的見直しをはじめとする具体的な課題に対しては、われわれの要求に明確に応えるものとはなっていない。しかし、公務をめぐる極めて厳しい情勢が継続しているもとで、春の段階における交渉の到達点と受け止め、今後の人事院勧告期、給与確定期まで闘争態勢を継続・強化していく」との声明（資料３）を確認。28日の第３次全国統一行動では、人勧期の取組みの決意を固める時間外職場集会等の行動を実施し、春季生活闘争中・後半期の闘いを進めていくことを決定した。

　この日行われた人事院事務総長、総務大臣との交渉経過と回答内容は次の通り。

＜人事院事務総長交渉の経過＞

　尾西事務総長との交渉は、10時から人事院で行われた。

　冒頭、松原副議長が「２月19日に要求書を提出し、事務当局と交渉・協議を積み重ねてきたが、本日は、こうした交渉経過を踏まえながら、事務総長から春の段階の最終回答をいただきたい」として、2014春季段階の最終回答を求めたのに対して、事務総長は本年の民間春闘の動向について見解を述べた上で、現段階の考え方等を資料１の通り回答した。

　松原副議長は「要求提出の際も申し上げたが、大震災からの一刻も早い復興・再生に、公務員労働者はそれぞれの職場で粉骨砕身して業務を遂行している。今年も補正予算や新年度予算の早期執行が求められ、職場の超勤実態には極めて厳しいものがある。勤務条件を改善するという、人事院としての役割をしっかりと果たしていただきたい」と述べた上で、回答に対して次の通り見解を述べた。

(1) 本年の最大の課題は給与制度の総合的見直しである。まずは、見直しの必要性について、われわれが納得できる、客観的で合理的な理由を明確に示してもらいたい。十分な交渉・協議を行って、あくまでわれわれとの合意に基づいた検討を強く要求する。

(2) 連合の春季生活闘争では先行組合をはじめとして近年にない賃上げを獲得し、引き続き、必死の思いで中小の取組みが進められており、組合員の賃上げに対する期待は高まっている。夏の勧告では、非常勤職員を含めて賃上げが実現するよう、積極的な対応を求める。

(3) 本年度末の定年退職者は61歳になるまで公的年金が支給されない。それが62歳まで延びれば雇用と年金のギャップはさらに大きくなる。再任用による接続を検証し、年金支給開始年齢が62歳になるときまでには、ぜひとも定年延長が実現するよう、政府及び国会に対する具体的な対応を図られたい。

　最後に松原副議長は、「本日の回答は、人事院の春の段階の最終回答として受け止め、組織に持ち帰って協議したい」と述べ、人事院事務総長交渉を締めくくった。

＜総務大臣交渉の経過＞

　新藤総務大臣との交渉は、17時50分から総務省で行われた。

　冒頭、棚村議長が公務員連絡会の2014春季要求に対する最終回答と地公部会の要求書に対する最終回答を求めたのに対し、資料２の通り回答を示した。

　この回答に対し、棚村議長は「要求提出の際も申し上げたが、大震災からの一刻も早い復興・再生に向けて、公務員労働者はそれぞれの職場で粉骨砕身して業務を遂行している。今年も補正予算や新年度予算の早期執行が求められ、職場の超勤実態には極めて厳しいものがある。総務大臣におかれては、公務員労働者が健康を害することなく、生きがいを持って業務を遂行できるよう、必要な人員、予算の確保や職場環境の整備にしっかりと取り組み、労働条件を確実に改善してもらいたい」と述べた上で、回答に対して次の通り見解を述べた。

(1) 連合の春季生活闘争では先行組合をはじめとして近年にない賃上げを獲得し、引き続き、必死の思いで中小の取組みが進められており、組合員の賃上げに対する期待は高まっている。政府の民間企業への要請と整合性を持って、非常勤職員を含めた公務員の賃上げが実現するよう、大臣の奮闘をお願いしたい。

(2) 本年度末の定年退職者は61歳になるまで公的年金が支給されない。62歳まで延びれば雇用と年金のギャップはさらに大きくなる。再任用による接続を検証し、年金支給開始年齢が62歳になるときまでには、ぜひとも定年延長を実現してもらいたい。

(3) 今国会で審査中の法案は成立する見通しにあり、内閣人事局が設置されれば、われわれとの関係において、国家公務員全体の使用者責任を有する総務大臣との交渉はこれが最後となる。この間の総務大臣の誠実な対応に感謝申し上げたい。新たな組織の設置後においても、これまでどおり、われわれとの労使関係をご確認いただき、より一層誠意ある話し合いを行っていくことを改めて要請したい。

　また、地公部会の永井議長は「地方公務員は、今、大震災からの復興はもとより地域の再生のため、それぞれの地域・職場で全力を尽くしている。総務大臣におかれては、現場で頑張っている職員に応えていくために、必要な予算と適切な労働条件を確保するため、今一段の努力を要請する」と述べた。

　公務員連絡会側の要請に、大臣が「ご要望は承った。政府としても、引き続き、適切な労使関係の構築に努めてまいりたい」と応えたことを受けて、議長は「本日の回答では、大臣から、引き続き、労使関係に基づいて公務員連絡会と誠意を持って話し合っていくとの決意が示されたことを確認する。本日の回答は、総務大臣の春の段階の最終回答として受け止め、組織に持ち帰って協議したい」と述べ、交渉を終えた。
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